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連 結 貸 借 対 照 表 

（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 21,191,044 流 動 負 債 9,939,664 

現 金 及 び 預 金 2,442,774 短 期 借 入 金 9,443,846 

営 業 貸 付 金 9,571,673 未 払 金 273,655 

販 売 用 不 動 産 9,336,064 未 払 法 人 税 等 110,858 

未 収 収 益 74,100 前 受 収 益 39,369 

そ の 他 314,450 賞 与 引 当 金 10,940 

貸 倒 引 当 金 △548,019 そ の 他 60,994 

    

固 定 資 産 1,829,800 固 定 負 債 2,377,479 

有 形 固 定 資 産 1,311,027 長 期 借 入 金 2,303,728 

建 物 911,828 退 職 給 付 に 係 る 負 債 28,582 

土 地 372,797 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 19,410 

そ の 他 26,401 そ の 他 25,759 

    

無 形 固 定 資 産 11,058 負 債 合 計 12,317,144 

ソ フ ト ウ ェ ア 3,286 （ 純 資 産 の 部 ）  

そ の 他 7,771 株 主 資 本 10,448,281 

  資 本 金 585,950 

投 資 そ の 他 の 資 産 507,714 資 本 剰 余 金 524,950 

投 資 有 価 証 券 103,562 利 益 剰 余 金 9,337,381 

破 産 更 生 債 権 等 383,157   

繰 延 税 金 資 産 193,952 その他の包括利益累計額 △13,197 

そ の 他 57,962 その他有価証券評価差額金 △13,197 

貸 倒 引 当 金 △230,920 非  支  配  株  主  持  分 268,617 

    

  純 資 産 合 計 10,703,701 

資 産 合 計 23,020,845 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,020,845 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

（自令和 4 年 4 月 1 日 至令和 5 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益   

営 業 貸 付 金 利 息 734,425  

貸 付 事 務 手 数 料 178,683  

不 動 産 再 生 収 入 4,765,790  

そ の 他 235,147 5,914,048 

   

営 業 費 用   

資 金 原 価 169,331  

不 動 産 再 生 原 価 3,606,399  

そ の 他 580,656 4,356,387 

営 業 総 利 益  1,557,660 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  961,603 

営 業 利 益  596,057 

営 業 外 収 益   

違 約 金 収 入 52,206  

受 取 保 証 金 収 入 27,272  

そ の 他 11,099 90,578 

経 常 利 益  686,635 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  686,635 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 350,598 

法 人 税 等 調 整 額 △70,657 279,941 

当 期 純 利 益  406,694 

非 支配 株 主 に帰 属する 当期 純利 益  △40,457 

親 会社 株 主 に帰 属する 当期 純利益  366,236 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（自令和 4 年 4 月 1 日 至令和 5 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計 

当期首残高 585,950 524,950 9,019,224 10,130,124 

当期変動額     

剰余金の配当   △48,080 △48,080 

親会社株主に帰属する当期純利益   366,236 366,236 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）     

当期変動額合計 － － 318,156 318,156 

当期末残高 585,950 524,950 9,337,381 10,448,281 

 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

非支配株主持分 
純 資 産 

合 計 その他有価証券

評 価 差 額 金 

そ の 他 の 包 括 

利益累計額合計 

当期首残高 △15,227 △15,227 229,197 10,344,094 

当期変動額     

剰余金の配当    △48,080 

親会社株主に帰属する当期純利益    366,236 

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 2,030 2,030 39,419 41,449 

当期変動額合計 2,030 2,030 39,419 359,606 

当期末残高 △13,197 △13,197 268,617 10,703,701 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 

（自令和 4 年 4 月 1 日 至令和 5 年 3 月 31 日） 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

（1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 

・連結子会社の数     ２社 

・主要な連結子会社の名称    株式会社エフ・アール・イー 

株式会社ＹＯＵスタイル 

   

（2）会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．その他有価証券 

・市場価格のない株式等    時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売 

以外のもの         却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等    移動平均法による原価法 

 

ロ．棚卸資産 

・販売用不動産        個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定） 

 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び連結子会社は定率法によっております。 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物    3～29 年 

 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

・自社利用のソフトウェア   社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法によ

っております。 

 

   ハ．リース資産 

    ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金          債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 
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ロ．賞与引当金          従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度に負担すべき額を計上しております。 

 

ハ．役員退職慰労引当金      役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社は内規に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計上しております。 

 

 

④ 収益及び費用の計上基準 

  当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり

ます。 

イ．不動産再生事業 

不動産再生事業においては、主に不動産担保融資に特化した金融事業から入手する物

件情報に、付加価値を高め魅力ある商品として販売しております。一般的な不動産の売

買以外に、稼働率が低下した不動産を、付加価値を高め魅力あるものに再生して販売し

ております。不動産再生事業において販売する不動産は、予め顧客と合意した仕様に従

う物件を引渡し、所有権移転を完結するという単一の履行義務を負っております。従っ

て不動産再生事業においては、不動産の引渡しを行った時点で収益を認識しております。 

 また、取引に関する支払条件は、通常収益認識時点にて到来し、契約に重要な金融要

素は含まれておりません。 

なお、引渡し後も不動産に対する保証（瑕疵担保責任等）は継続しますが、これは、

不動産が合意された期間にわたり品質を保証するものであるため、同一の履行義務と認

識しております。 

ロ．ホテル事業 

ホテル事業においては、主にホテルの経営・運営並びにそれらに付帯するサービスを

提供しております。これらサービスの提供は、顧客にサービスの提供が完了した時点で

収益を認識しております。 

      また、取引に関する支払条件は、通常１ヶ月内にて到来し、契約に重要な金融要素は

含まれておりません。 

 

 

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

イ．退職給付に係る負債の計上基準 

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

ロ．控除対象外消費税等の会計処理 

控除対象外消費税額等は当連結会計年度の租税公課として処理しております。 

 

   ハ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社及び連結子会社は、当連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行

しております。また、当連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合におけ

る法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ

通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021

年 8月 12 日）を適用しております。 
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２．会計上の見積りに関する注記 
（1）貸倒引当金の見積り 

①当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額 

貸倒引当金 778,939 千円 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報  

1.算定方法 

貸倒引当金の算出方法は、「③重要な引当金の計上基準 イ．貸倒引当金」に記載し

ております。また、当社は見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を担保処分可能額に反

映し、貸倒引当金を計上しております。 

2.主要な仮定 

主要な仮定は、「貸出先の担保処分に伴う回収可能額」であります。「貸出先の担保

処分に伴う回収可能額」は、各債務者の収益獲得能力及び担保不動産の状況を個別に評

価し、設定しております。 

3.翌年度の連結財務諸表に与える影響 

個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌年

度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 
（2）不動産再生事業における販売用不動産の評価 

①当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額 

   販売用不動産 9,336,064 千円 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

1.算定方法 

      不動産再生事業における販売用不動産の評価にあたっては、当該物件に係る販売計画

を基礎として見積りを行っております。 

     2.主要な仮定 

      不動産再生事業における販売用不動産の評価にあたっては、当事者同士での交渉の結果と

して、販売計画が達成可能であるとの仮定を置いています。      

③翌年度の連結財務諸表に与える影響 

不動産の需要状況の状況や、経済への影響等に用いた仮定が変化した場合は、販売価額

が変動し、損益に影響を及ぼす可能性があります。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

（1）担保に供している資産及び担保に係る債務 

 

① 担保に供している資産 

販 売 用 不 動 産 634,336 千円 

 

   

② 担保に係る債務 

短 期 借 入 金 43,320 千円 

長 期 借 入 金 675,140  

計 718,460  

 

 

  

（2）有形固定資産の減価償却累計額 207,081 千円 
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

    普通株式   3,005,000 株 

 

 

（2）剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

決 議 株式の種類 
配当金の 

総額(千円) 

1 株当たり

配当額(円) 
基 準 日 効力発生日 

令和 4 年 6 月 22 日 

定時株主総会 
普通株式 33,055 11.0 

令和 4 年 

3 月 31 日 

令和 4 年 

6 月 23 日 

令和 4 年 11 月 24 日 

取締役会 
普通株式 15,025 5.0 

令和 4 年 

9 月 30 日 

令和 4 年 

11 月 30 日 

計  48,080    

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの 

令和 5 年 6 月 27 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案しております。 

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・33,055 千円 

（ロ）1 株当たり配当額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・11.0 円 

（ハ）基準日・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和 5 年 3 月 31 日 

（ニ）効力発生日・・・・・・・・・・・・・・・・令和 5 年 6 月 28 日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用調達計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達

しております。 

 

 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

令和 5 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 60,000 千円）

は、「その他有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金

は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 
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（単位：千円） 

 連結貸借対照表 

計上額（※） 
時 価（※） 差 額 

① 営業貸付金及び未収収益 9,645,774   

貸倒引当金 △548,019   

 9,097,755 9,362,877 265,121 

② 投資有価証券    

その他有価証券 43,562 43,562 － 

③ 破産更生債権等 383,157   

貸倒引当金 △229,010   

 154,147 154,147 － 

④ 短期借入金 （9,443,846） （9,443,846） － 

⑤ 長期借入金 （2,303,728） （2,291,507） （△12,220） 

（※）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

① 営業貸付金及び未収収益 

期末日現在の残高について回収可能性を加味した元利金の見積将来キャッシュ・フローを

市場金利で割り引いた現在価値を時価としております。 

ただし、貸倒懸念債権については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値、又は、担保

及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日にお

ける連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除した金額に近似しており、当該価額を

もって時価としております。 

 

② 投資有価証券 

株式の時価は、取引所の価格によっております。 

 

③ 破産更生債権等 

破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算

定しているため、時価は決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除し

た金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

 

④ 短期借入金 

短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

 

⑤  長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

 

６．収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

   「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「④収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。 
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７．1 株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 3,472 円 57 銭 

１株当たり当期純利益 121 円 88 銭 

 

 

 

 


